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当該団体値

類似団体平均値

経常収支比率
　合計では類似団体平均を下回っているが、全ての費目で前
年度より数値が上昇している。その主な要因は、税収の落ち
込みなど歳入の減少によるものである。今後は、経常経費の
削減に努めるとともに徴収率の向上による税収の確保を図り、
比率の上昇を抑制する。

人　件　費
　類似団体と比べ人口に対する職員数が多く、また、給与水準
も高いため人口１人当たりの決算額が類似団体平均を上回って
いる。今後は、広野町集中改革プランに掲げた定員管理の徹底
や、給与・手当の適正化を推進し、人件費の削減に努める。

物　件　費
　経常収支比率、人口１人当たり決算額が類似団体と比較し
て高止まりしているのは、公園等の維持管理に係る委託料、
電算システムに係る委託料および賃借料等が大きな要因とな
っている。二ツ沼総合公園、老人福祉センター等の施設につ
いては指定管理制度の継続によりコストの削減が見込まれ、
電算システムについては平成21年度にシステムの統合を行い
さらなる経費の削減を図る。

公　債　費
　人口１人当たりの決算額は、一般会計等では類似団体平均を

下回っているが、下水道事業に係る公営企業債が平均を大きく
上回っているため全体では平均を上回る結果となっている。公
債費および公債費に準ずる費用は、平成21年度をピークに減
少していく見込みであるが、新規地方債の発行抑制、発行済地
方債の繰上償還の検討などにより費用の削減を図るとともに減
債基金への新規積立により償還財源の確保に努める。

そ　の　他
　その他に係る経常収支比率が上昇したのは、経常的な繰出
金の増加が要因である。特に介護保健事業に係る介護給付費
に対する繰出金が増加している。当該繰出金は、法令の基準
に基づくものであり、今後も増加が見込まれる。このため、
被保険者に対し、自己の健康管理など予防的な措置の周知・
啓発を図り、一般会計からの繰出金の抑制に努める。

普通建設事業費
　普通建設事業費の１人当たりの決算額が類似団体の決算額
を上回っているのは、サッカー国際人育成プログラム支援事
業等の大規模な事業が続いたためである。当該事業は、今年
度で終了するため次年度以降の普通建設事業費は減少する見
込みである。また、財源としては、電源立地地域対策交付金、
核燃料税交付金、石油貯蔵施設立地対策等交付金などの国・
県交付金の活用を図り、税収等の一般財源の軽減に努める。

分 析 欄

普通建設事業費の分析
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当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

実質公債費比率

起債制限比率
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